
Ⅰ．はじめに

　再造林放棄地とは，皆伐された人工林跡地のうち再び造林され

ずに放置されているものを指す（堺，２００３）。近年，この再造林

放棄地（以後，放棄地と称する）の増加が問題となっている。九

州地域は早くから放棄地問題が認識されているが，放棄地発生の

背景には９１年，９３年に発生した激甚な台風被害，年々増加するシ

カの食害，長期にわたる木材市況の低迷などが挙げられている

（堺，２００３）。特に，素材生産量の多い南九州地域では，再造林放

棄地が増える傾向にあることが指摘されている（野田・林，

２００３）。こうした背景の中，近年再造林放棄地に関わる研究が数

多く実施されている（粟生ほか，２００２；福里・小田，２００６；村

上・粟生，２００２；村上ほか，２００６；長島ほか，２００４；野田・林，

２００３；Yamagawa et al.，２００６；横尾，２００３）。

　こうした中，先端技術を活用した農林水産研究高度化事業「九

州地域の再造林放棄地の水土保全機能評価と植生再生手法の開発

（代表：吉田茂二郎）」において，放棄地の実態把握が取り組まれ

るようになった。本プロジェクトでは，複数時期のリモートセン

シングデータを活用し，特定期間の伐採地について九州全域（た

だし，沖縄は除く）を対象として抽出し，再造林の有無について

チェックする作業が進行中である（村上ら，２００６）。従来，放棄

地の定義についてさえ各県で食い違いがみられたが，本プロジェ

クトでは全ての対象地に対し，リモートセンシングという共通の

手法を介して調査を開始した点が大きな特徴となっている。

　今回，リモートセンシングデータより抽出された伐採地（以下

これを抽出伐採地と称す）に対し，再造林の有無が確認されたの

で，その集計結果および放棄地の空間分布が明らかとなったので

報告する。なお，集計結果は２００６年１１月末現在のものである。
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図－１．抽出伐採地の分類フローチャート
　　　　図中の数値は分類コードを意味する。



Ⅱ．方　法

　複数時期の LANDSAT/TMデータから伐採地を抽出する方法

については村上ら（２００６）に詳しいので，ここではその説明は割

愛する。なお，衛星データをもとに抽出した伐採地を抽出伐採地

と称することとする。抽出伐採地の大きさは，０．５ha 以上である。

これは LANDSAT/TMデータの空間分解能を考慮して決定され

た。

　本プロジェクトでは１９９８～２００２年の５年間の間に生じた伐採地

を対象としている。なお，本プロジェクトでは，放棄地を「針葉

樹人工林において伐採から３年以上経過し，再造林されていない

林地」と定義している。

　図－１に示す分類フローチャートに沿って，抽出伐採地をいず

れかの項目に分類した。分類項目の下に数値が示しているが，分

類作業のための識別コードである。識別コードがない項目は，さ

らに下位の分類項目が存在することを意味する。図－１の再下段

に造林済み（５０），放棄地（５１）とあるが，これが本報告で対象

とする抽出伐採地である。森林変化点のうち人工林が伐採されて，

その後転用されなかった林地を分類したものである。

　確認作業に用いた抽出伐採地は，GIS 上でベクタデータ（ポリ

ゴンタイプ）として管理している。各県から報告を受け，個々の

抽出伐採地に識別コードを新たな属性データとして付与し，その

後ポリゴンタイプからポイントタイプのベクタデータに変換した。

ポイントタイプのデータに変換したのは，放棄地の分布図を表現

しやすくするためである。

Ⅲ．結果および考察

　抽出伐採地は九州全域で７６４０点存在し，その内７１３３点が確認済

みとなった。全体の進捗率は９３％である。

　人工林伐採跡地について再造林の有無を集計したものを図－２

に示す。九州全域では人工林伐採跡地の内２５％が放棄地であった。

放棄地の点数，割合は各県で大きく異なった。放棄地の多くは熊

本，宮崎県に存在し，それぞれの県で２６７点，２９３点の放棄地が確

認された。この両県では放棄地の割合も高く，熊本，宮崎県はそ

れぞれ３３％，２８％と九州全域での割合より高い数値を示した。一

方，福岡，佐賀，長崎，鹿児島県では放棄地の点数，割合ともに

低いことが分かった。特に，佐賀県，長崎県，鹿児島県では人工

林の伐採地の点数が少なかった。これには，本プロジェクトで対

象としている伐採地に０．５ha 未満のものを含まないことが関係し
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図－２．九州全域および各県別にみた再造林地，再造林放棄地の集計結果



ているかもしれない。

　九州全域における放棄地，再造林地の分布状況をGISで図化し

た（図－３）。まず，九州山地に沿って多くの放棄地が存在して

いることが確認できた。他には，英彦山周辺に小さな放棄地のま

とまりが認められた。一方，白点のまとまった箇所が存在するこ

とが分かった。日田周辺（大分県日田市，福岡県星野村，福岡県

矢部村），宮崎県椎葉村がそれにあたり，これらの地域では伐採

地は多いが，放棄地は少ないことが見てとれた。

　ここで提示することのできた放棄地の広域での分布傾向を各県

単独の取り組みで見出すことは不可能である。九州全域を横断的

に組織された本プロジェクトの特徴を象徴する成果図であるとい

える。
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図－３．九州地域における再造林地，再造林放棄地の分布状況


